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Ａ．研究目的	

がん医療において、がん拠点病院等のがん治療

施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構

築が求められている。この課題の解決を目指し、

本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアの

ネットワークを構築し、地域の特性を踏まえた地

域包括緩和ケアプログラムを作成し実施していく

人材「地域緩和ケア連携調整員」を養成する研修

プログラムの開発を目的とする。さらに、これらの

人材を支援していく中央機能のあり方についても

検討し、全国でがんの地域緩和ケアの提供体制

の整備を進めていく包括的な方策を提示していく

ことを目指す。	
	

Ｂ．研究方法	

1年目である平成27年度では、全国からがん緩

和ケアのネットワークを構築し運用している事例

を収集し、「地域緩和ケア連携調整員」に求めら

れる活動内容と有するべき資質について個別な
いしフォーカスグループによる面接調査を行っ

た。調査対象地域は、平成24年度に厚生労働省
が実施した在宅医療連携拠点事業において、積

極的な取組みを行った地域、また、地域緩和ケ

ア連携に先駆的に取り組んでいる地域として分

担研究者からの推薦を受けた地域の中から選出

した。16地域、24名の医療者を対象に電話また
は対面で半構造化面接による調査を実施した。

調査時間は60分〜90分程度とした。得られた録
音はすべてテキスト化した後、内容分析を行う。 

なお、調査実施に際しては、事前に口頭にて、

調査の目的・意義、調査の方法、調査への参加

の自由、個人情報の取扱い、調査組織について

説明を行い、書面にて同意を得た。 
 
Ｃ．研究結果	

地域緩和ケア連携を進める際の課題として、

【がん医療における地域連携を考える体制が整

備されていないこと】、【地域の中で価値観が共

有できていないこと】、【がん地域連携に必要な

知識・情報が不足していること】、【その他】が

抽出された。 

研究要旨	  

がん医療において、がん拠点病院等のがん治療施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構築が

求められている。この課題の解決を目指し、本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアのネットワー

クを構築し、地域の特性を踏まえた地域包括緩和ケアプログラムを作成し実施していく人材「地域緩和

ケア連携調整員」を養成する研修プログラムの開発を目的とする。さらに、これらの人材を支援していく

中央機能のあり方についても検討し、全国でがんの地域緩和ケアの提供体制の整備を進めていく包

括的な方策を提示していくことを目指す。1年目である平成 27 年度では、全国からがん緩和ケアのネッ

トワークを構築し運用している事例を収集し、「地域緩和ケア連携調整員」に求められる活動内容と有

するべき資質についての調査を行い、養成プログラムの素案を作成した。今後、研修プログラムを確定

し、研修の実施とその評価に向けて研究を進めていく予定である。 

 



 

その課題を解決するための地域緩和ケア連携

調整員の役割として、以下が整理された。 
 

（１）【地域における顔の見える関係づくり】⇒

がん医療における地域連携に関して、地域の中

での「ルールや取り決め」等を定めていく、地

域の主だった関係者が集まる「公的な会議」の

設置を目指す。その他、現場の担い手の医療福

祉関係者の関係が深まるような会などを開催し

ていく。①場の設定：協議会、部会の事務局機

能。地域の課題解決のためのワーキンググルー

プの立ち上げ、運営。合同カンファレンスや勉

強会、研修会の開催。各種勉強会・研修会・講

演会などの把握、日程調整、周知。②多職種間

の連携の促進：多職種間の相互理解の促進。医

療職と福祉職の連携の強化。介護支援専門員と

病院や医師とのつなぎ役。 
 
（２）【連携を円滑にする体制づくり】⇒地域の

中でがんの地域連携に関する「手順」「ルール」

などを策定するための情報収集、課題の同定、

解決案の作成などを目指す。その他、地域連携

を円滑にする取り組みを開始していくための調

整と準備を行う。①地域連携マニュアル等のツ

ールの作成：地域連携のマニュアルをつくる。

情報共有ツールの運用マニュアルを作成し周知

する。②緊急時対応等の体制の整備：バックベ

ッド等の体制を整える。③病院と地域の相互訪

問を可能にする体制整備：病院の医療者が地域

に出向く機会をつくる。地域の医療者が病院で

の勉強会等に参加できる仕組みをつくる。 
 
（３）【地域づくり】⇒がん医療における地域

緩和ケアの連携が円滑に進めていけるよう、必

要な情報を収集するとともに情報発信を行い、

地域連携に必要な環境を作っていく。①情報の

収集と課題の明確化：地域の統計情報や関係者

からのインタビューに基づいて課題を見出し、

整理する。②地域のリソースの整理：既存のリ

ソース、各施設でできることの把握。集約した

リソースの共有。③患者・家族に対する普及啓

発。 
 
これらの役割を担うことができるよう研修プ

ログラムの素案を作成した。研修目標として、

①「地域緩和ケア連携調整員」に求められる役

割を理解する。②がん医療における地域緩和ケ

ア連携を進めていくうえで、自地域の現状を把

握し、課題を整理する。③有識者や他地域から

の参加者との意見交換を参考にし、自地域の参

加者とともに課題解決の方向性を検討して見出

す。研修対象者として、地域のネットワークを

構成するがん診療連携拠点病院、在宅医療・介

護連携支援センター、医師会等の連携担当者な

どの複数名からなるチームを想定した。	

 
Ｄ．考察	

地域におけるがん緩和ケアの連携体制構築の

ために、積極的に取り組んでいる地域において

は、各地域の特性に応じて様々な取組みがなさ

れており、全国にとって参考となる事例が多く

存在していた。一方で、緩和ケアに関する連携

の課題も多く存在し、その解決に向けて地域緩

和ケア連携調整員が果たすべき役割が抽出され、

その育成が期待されていることも明らかになっ

た。調査結果を元に作成した地域緩和ケア連携

調整員の育成に向けた研修プログラムの素案の

確定を今後進め、研修の実施とその効果の評価

を行っていく。	

	

Ｅ．結論	

全国からがん緩和ケアのネットワークを構築し

運用している事例を収集し、「地域緩和ケア連

携調整員」に求められる活動内容と有するべき

資質についての調査を行い、養成プログラムの

素案を作成した。今後、研修プログラムを確定し、

研修の実施とその評価に向けて研究を進めて

いく予定である。	

	

Ｆ．健康危険情報	 	

特記すべきことなし	

	

Ｇ．研究発表	

	 1.論文発表	

	 なし	

2.学会発表	

	 なし 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況	

（予定を含む） 
1.	特許取得	

なし	

2.	実用新案登録	

なし	

3.	その他	

なし	

 
	 	

	


